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１ 平成３０年度建築工事等について 

 

(１) 経緯 

   ・平成３０年４月１３日（金） 地鎮祭（２７人参列）・工事着工 

   ・     ４月２５日（水） 開発行為に関する工事検査済証交付 

   ・     ４月２６日（木） 第１回定例会議 

   ・     ５月１５日（火） 第２回定例会議 

   ・     ５月２９日（火） 第３回定例会議 

   ・     ６月１９日（火） 第４回定例会議 

   ・     ７月 ３日（火） 第５回定例会議 

   ・     ７月１７日（火） 第６回定例会議 

   ・     ７月２３日（月） 建築確認中間検査 

   ・     ７月３１日（火） 第７回定例会議 

   ・     ８月２１日（火） 第８回定例会議 

   ・     ９月 ５日（水） 第９回定例会議 

   ・     ９月１８日（火） 第１０回定例会議 

   ・    １０月 ９日（火） 第１１回定例会議 

   ・    １０月２５日（木） 第１２回定例会議 

   ・    １１月 ６日（火） 第１３回定例会議 

   ・    １１月２０日（火） 第１４回定例会議 

   ・    １２月 ４日（火） 第１５回定例会議 

   ・    １２月１８日（火） 第１６回定例会議 

   ・平成３１年１月 ９日（水） 建築確認完了検査 

   ・     １月２５日（金） 工事竣工・物件引渡 

 

(２) 施工業者 

   ・設計監理 (株)シードコンサルタント 

           奈良市芝辻町２丁目１０番６号 

   ・建築工事 (株)森下組 

           吉野郡大淀町桧垣本１５８９番地 

 

(３) 施設等の概要 

   ・土地 ７筆（川西町下永５４３番１ほか） 総面積 6,458.25 ㎡ 

   ・建物 鉄筋コンクリート造陸屋根４階建 総延床面積 2,866.77 ㎡ 

        １階 713.58 ㎡  ２階〜４階 各階 717.73 ㎡ 

 

(４) 工事費用 

   ・コンサルタント業務委託契約額 50,000,000 円 

   ・建築工事請負契約額 750,006,000 円 

 



２ 平成３０年度事業概要について 

 

(１) 竣工式 

    平成３１年３月１日（金）、奈良県介護保険課長、川西町長はじめ来

賓５８名のご臨席、理事長はじめ主催者側１０名出席により盛大に挙

行した。テープカットに始まり、式典終了後には内覧会を実施した。 

 

(２) 一般内覧会 

    ３月１日（金）及び同月４日（土）に一般内覧会を実施し、近隣住民

の皆様をはじめ関係事業所などから１５４名が来所された。 

 

(３) 入所者の状況 

平成３１年３月 

日 ５ ６ ７ ８ 12 14 16 18 19 25 26 28  計 

人数 ２ １ ２ ２ ２ １ １ １ ２ １ １ １ １７ 

 

(４) 介護職員初任者研修 

    平成３１年３月の開所に向け、介護職員を養成するため、次のとおり

介護職員初任者研修を実施した。 

研修実施期間 平成３０年８月１９日〜１２月１６日 総９４時間 

受 講 者 数 １０人 

修了(合格)者 １０人 

研修実施機関 公益財団法人 介護労働安定センター奈良支所 

研修実施場所 介護老人保健施設 萩の里あすか（高取町） 

研 修 内 容 別紙①・②のとおり 

 

(５) 職員の状況 

    平成３１年１月１６日から職員採用を行い、認知症講習、接遇研修な

どの勉強会を実施しながら、開所に備えた。 

３月３１日現在職員数：２９人 

職     種 常勤職員 臨時職員 計 

介  護  職   ８人 １０人   １８人 

看  護  職   ２人 ２人   ４人 

機能訓練指導員   １人    １人 

介護支援専門員   １人    １人 

生 活 相 談 員   １人    １人 

管 理 栄 養 士   １人    １人 

事  務  員   ２人   １人   ３人 



(６) 入所者・職員の確保 

施設案内パンフレット、入所案内パンフレット及び求人チラシを作成 

し、並びにホームページ、案内看板などを製作し、入所者及び職員採用 

の募集を行った。 

    また、近隣の病院、居宅介護支援事業所、介護老人保健施設、市町村 

の関係部署、地域包括支援センター、社会福祉協議会などの関係機関を 

訪問し、入所者の確保を図った。 


